
�愛媛県規則第５５号
愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規則を

次のように定める。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県県税賦課徴収条例施行規則の一部を改正する規

則

愛媛県県税賦課徴収条例施行規則（昭和２９年愛媛県規則第

３８号）の一部を次のように改正する。

第５条第３項中「よる」の下に「県税証紙の買受けの」を

加え、「県税証紙等」を「県税証紙」に、「ものとする。た

だし、電子カードの始動票札の場合」を「ものとし、同項の

規定による始動票札の買受けの申請があつたとき」に、「始

動票札（電子カード）引換書」を「始動票札引換書」に改め

、同条第４項中「始動票札（電子カード）引換書」を「始動

票札引換書」に改め、「電子カードの」を削る。

別表２を次のように改める。

別表２（第２条関係）

注 寸法

横 ６０ミリメートル

縦 ２５ミリメートル

第１号様式３�裏中「陸運支局」を「運輸支局」に改める。
第１９号様式を次のように改める。

第１９号様式（第５条関係）

（愛媛県証紙代金収納計器始動票札）

注 寸法

横 ８６ミリメートル

縦 ５４ミリメートル

第２０号様式中
「□ 電子カード □ 電子カード以外

（該当する□にレ印を付すること。） 」

を削る。

第２１号様式中「始動票札（電子カード）引換書」を「始動

票札引換書」に、「始動票札（電子カード）の」を「始動票

札の」に改める。

第２３号様式中
「□ 電子カード □ 電子カード以外

（該当する□にレ印を付すること。）」

を削る。

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則施行の際現にある改正前の愛媛県県税賦課徴収

条例施行規則様式の規定による書類の用紙は、当分の間、

これを訂正して使用することができる。

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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�愛媛県規則第５６号
原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則の一部

を改正する規則を次のように定める。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則の

一部を改正する規則

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則（平成

１２年愛媛県規則第１４号）の一部を次のように改正する。

第２条の表１の項左欄の欄中「第１３条」を「第１５条」に改

め、同表２の項同欄中「附則第５条」を「附則第５条第１項

」に改め、同表４の項同欄中「第６条第２項（省令附則第５

条」を「第７条の２第２項（省令附則第５条第１項」に改め

、同項右欄の欄中「被爆者健康手帳（健康診断受診者証）再

交付申請書」を「被爆者健康手帳（第一種健康診断受診者証

・第二種健康診断受診者証）再交付申請書」に改める。

第３条の表１の項左欄の欄中「第１３条の２」を「第１６条」

に、「第１０条」を「第１２条」に改め、同表２の項同欄中「第

５条第１項（省令附則第５条」を「第７条第１項（省令附則

第５条第１項」に改める。

様式第２号中「旧健康診断受診者証」を「旧第一種健康診

断受診者証・旧第二種健康診断受診者証」に改め、同様式注

意�中「健康診断受診者証」を「第一種健康診断受診者証若
しくは第二種健康診断受診者証」に改める。

様式第３号中「健康診断受診者証）」を「第一種健康診断

受診者証・第二種健康診断受診者証）」に改め、同様式注意

２�中「健康診断受診者証」を「第一種健康診断受診者証若
しくは第二種健康診断受診者証」に改める。

様式第４号中「被爆者健康手帳（健康診断受診者証）再交

付申請書」を「被爆者健康手帳（第一種健康診断受診者証・

第二種健康診断受診者証）再交付申請書」に、「健康診断受

診者証）番号」を「第一種健康診断受診者証・第二種健康診

断受診者証）番号」に改め、同様式注意４中「健康診断受診

者証」を「第一種健康診断受診者証若しくは第二種健康診断

受診者証」に改める。

様式第６号中「（健康診断受診者証）」を削り、同様式注

意�中「又は健康診断受診者証」を削る。
附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ この規則施行の際現に改正前の原子爆弾被爆者に対する

援護に関する法律施行細則（以下「旧規則」という。）様

式第４号の規定により提出されている書類は、改正後の原

子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行細則様式第４

号の規定により提出された書類とみなす。

３ この規則施行の際現にある旧規則様式第２号から様式第

４号まで及び様式第６号の規定による書類の用紙は、当分

の間、これを訂正して使用することができる。

�愛媛県告示第１４７９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び川之江市役所において告示の

日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社トーヨ

川之江市金生町下分１９５２－１

代表取締役 長野 雄二

２ 事業場の名称及び所在地

株式会社トーヨ

川之江市金生町下分１９５２－１

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１第２３号イ、ヘ、ト及びチ

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の使用の方法及び汚水等の処理方法等の変更

５ 特定施設に関する事項

６号抄紙機

６ 汚水等の処理施設に関する事項

� 加圧浮上槽

告 示

変 更 前 変 更 後

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７５

最大 １２３

通常 ８０

最大 １３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １８０

最大 ２３５

通常 １９０

最大 ２４６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７００

最大 ７５０

通常 ９１０

最大 ９６０

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１００
最大
１５０

通常
４７
最大
７０

通常
１０１
最大
１５１

通常
４８
最大
７１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
２００
最大
２５０

通常
５０
最大
７３

通常
２１０
最大
２６０

通常
５１
最大
７４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
３，４８５
最大
３，５９０

通常
３，４８５
最大
３，５９０

通常
３，６９５
最大
３，８０６

通常
３，６９５
最大
３，８０６

愛 媛 県 報平成１４年８月３０日 第１３８６号

９６０



� 凝集沈殿槽�１

７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

変更なし

�������
�愛媛県告示第１４８０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定

により、八幡浜市真穴土地改良区の定款の変更を認可した。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１４８１号
重信町南野田土地改良区から認可申請のあった新たな土地

改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・天神

地区）の施行は、適当と認められるので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８

条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する

。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新規土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんが

い排水）・天神地区）計画書の写し

� 重信町南野田土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成１４年９月２日から１０月１日まで

３ 縦覧場所

重信町役場

�������
�愛媛県告示第１４８２号
岩城村から協議のあった村営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・二又地区）の施行は、適当と

認められるので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６

条の２第５項において準用する同法第８条第６項の規定によ

り、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

村営土地改良事業（県単独補助土地改良事業（かんがい

排水）・二又地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成１４年９月２日から１０月１日まで

３ 縦覧場所

岩城村役場

�������
�愛媛県告示第１４８４号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

宇摩郡土居町大字浦山字市田畑乙１７６の８（次の図に示

す部分に限る。）、乙１７６の９から乙１７６の１１まで、字大

屋敷乙１９４の２、乙１９５の２から乙１９５の４まで、乙１９７

の２から乙１９７の４まで、乙２０１の２から乙２０１の４まで

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

（「次の図」は、省略し、その図面を愛媛県庁及び土居町

役場に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第１４８３号
家畜改良増殖法（昭和２５年法律第２０９号）第１８条及び第３２条の規定により、家畜人工授精師の免許証を次のとおり交付した

。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
８０
最大
１００

通常
３０
最大
４９

通常
９０
最大
１１０

通常
２１
最大
４０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
２５０
最大
３５０

通常
３７
最大
５２

通常
２６０
最大
３６０

通常
３３
最大
４３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１，０７５
最大
１，１１０

通常
１，０７５
最大
１，１１０

通常
８６５
最大
８９４

通常
８６５
最大
８９４

免 許
番 号

免 許
年 月 日

家 畜
の

種 類
免 許
資 格 本 籍 地 現 住 所 氏 名

生 年 月 日

第１７６９号 平成１４年８月３０日
牛
豚
緬羊
山羊

家畜人工授精
の業務 愛 媛 県 東宇和郡野村町大字野村１１号２３番地３ 枡 井 和 恵

昭和５４年５月１日

第１７７０号 平成１４年８月３０日
牛
豚
緬羊
山羊

家畜人工授精
の業務 愛 媛 県 東宇和郡野村町大字野村２号２４３番地 吉 岡 美 鈴

昭和５４年７月２５日

��������������
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�愛媛県告示第１４８５号
愛媛県土木工事共通仕様書（平成９年４月愛媛県告示第６

５３号）の一部を次のように改正し、平成１４年９月１日から施

行する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

（「次のように」は、省略し、改正後の愛媛県土木工事共

通仕様書は、愛媛県庁並びに各地方局産業経済部、建設部及

び土木事務所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第１４８６号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、西海町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 知事 加戸 守行

松山市北持田町１２２番地

２ 埋立区域

� 位置

南宇和郡西海町久家８４５番地先から同８９３番地先まで

の公有水面

� 区域

次の１点から２８点までを順次直線で結んだ線、２８点と

２９点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ＋０．８１メート

ル）における公有水面と陸地との境界線、２９点から５１点

までを順次直線で結んだ線並びに５１点と１点を結ぶ春分

及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ＋０．８１メートル）における公

有水面と陸地との境界線により囲まれた区域

基点（南宇和郡西海町久家８４５番２地内の物揚場に設

置された金属鋲）は、北緯３２度５６分２９秒、東経１３２度３０

分２４秒の地点

１点は、基点から真北８０度１０分１４秒２９．２７メートルの

地点

２点は、１点から真北６６度３３分４７秒３．６６メートルの地

点

３点は、２点から真北６７度４５分２３秒９．８２メートルの地

点

４点は、３点から真北６８度２４分４０秒８．１６メートルの地

点

５点は、４点から真北６８度３６分０４秒１０．１２メートルの

地点

６点は、５点から真北６８度３６分０４秒０．７４メートルの地

点

７点は、６点から真北６８度３６分４９秒１．３３メートルの地

点

８点は、７点から真北６８度３３分３４秒１３．２９メートルの

地点

９点は、８点から真北６８度０９分４５秒８．８１メートルの地

点

１０点は、９点から真北６９度４６分３８秒８．３１メートルの地

点

１１点は、１０点から真北７２度１９分３７秒５．２８メートルの地

点

１２点は、１１点から真北７４度３６分３４秒５．３８メートルの地

点

１３点は、１２点から真北７８度０３分４４秒５．４６メートルの地

点

１４点は、１３点から真北８１度１６分５６秒５．５２メートルの地

点

１５点は、１４点から真北８５度３８分３８秒５．５８メートルの地

点

１６点は、１５点から真北９０度５０分４３秒５．６９メートルの地

点

１７点は、１６点から真北９５度４３分３６秒５．６４メートルの地

点

１８点は、１７点から真北１００度４０分１４秒５．６８メートルの

地点

１９点は、１８点から真北１０５度０７分２６秒５．６３メートルの

地点

２０点は、１９点から真北１０９度５８分１２秒５．６５メートルの

地点

２１点は、２０点から真北１１４度３７分５５秒５．６５メートルの

地点

２２点は、２１点から真北１１９度３２分２９秒５．６６メートルの

地点

２３点は、２２点から真北１２４度２０分２５秒５．６５メートルの

地点

２４点は、２３点から真北１２９度１４分１５秒５．６６メートルの

地点

２５点は、２４点から真北１３３度３６分１０秒５．６６メートルの

地点

２６点は、２５点から真北１３８度３９分４９秒５．６５メートルの

地点

２７点は、２６点から真北１４３度１７分１３秒４．９６メートルの

地点

２８点は、２７点から真北１４３度４６分５２秒２．２０メートルの

地点

２９点は、２８点から真北２７５度２５分０２秒２５．１６メートル

の地点

３０点は、２９点から真北１０度２４分３６秒４．８７メートルの地

点

３１点は、３０点から真北３０４度１６分４４秒４．５９メートルの

地点

３２点は、３１点から真北２９９度２２分５９秒４．５８メートルの

地点

３３点は、３２点から真北２９４度５０分３９秒４．５９メートルの

地点

３４点は、３３点から真北２９０度０１分０６秒４．５８メートルの
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地点

３５点は、３４点から真北２８５度１４分５１秒４．５８メートルの

地点

３６点は、３５点から真北２８０度３２分１２秒４．５８メートルの

地点

３７点は、３６点から真北２７５度３９分５２秒４．５８メートルの

地点

３８点は、３７点から真北２７１度０３分０９秒４．６３メートルの

地点

３９点は、３８点から真北２６６度４４分２６秒４．５６メートルの

地点

４０点は、３９点から真北２６２度４５分５５秒４．６７メートルの

地点

４１点は、４０点から真北２５９度０８分４９秒４．７２メートルの

地点

４２点は、４１点から真北２５６度１１分１９秒４．７６メートルの

地点

４３点は、４２点から真北２５３度３６分３５秒４．８１メートルの

地点

４４点は、４３点から真北２５１度０９分４２秒７．８２メートルの

地点

４５点は、４４点から真北２４９度３１分５９秒８．６４メートルの

地点

４６点は、４５点から真北２４８度３６分２２秒１３．２９メートル

の地点

４７点は、４６点から真北２４８度３４分２７秒１．１３メートルの

地点

４８点は、４７点から真北２４８度３６分０４秒０．７４メートルの

地点

４９点は、４８点から真北２４８度３５分３３秒１０．３２メートル

の地点

５０点は、４９点から真北２４８度３０分３９秒８．２１メートルの

地点

５１点は、５０点から真北１９３度１４分２１秒７．１５メートルの

地点

	 面積

１，７８３．２１平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１２年１０月４日 愛媛県指令港第３９８号

４ しゅん功認可年月日

平成１４年８月３０日

�������
�愛媛県告示第１４８７号
公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」という

。）第２２条第１項の規定により、次のように埋立てに関する

工事のしゅん功を認可した。

なお、法第２２条第３項に規定する図書は、西海町役場にお

いて告示の日から起算して１０年を経過する日まで閲覧するこ

とができる。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ しゅん功認可を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名及び住所

西海町

南宇和郡西海町船越１２８９番地１

代表者 町長 中田 廣

南宇和郡西海町船越１２９１番地

２ 埋立区域

� 位置

南宇和郡西海町久家８４５番地先から同８９３番地先まで

の公有水面

� 区域

次の１点から２３点までを順次直線で結んだ線並びに２３

点と１点を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ＋０．８１メ

ートル）における公有水面と陸地との境界線により囲ま

れた区域

基点（南宇和郡西海町久家８４５番２地内の物揚場に設

置された金属鋲）は、北緯３２度５６分２９秒、東経１３２度３０

分２４秒の地点

１点は、基点から真北１００度０６分２８秒４４．６２メートル

の地点

２点は、１点から真北１３度１４分２１秒７．１５メートルの地

点

３点は、２点から真北６８度３０分３９秒８．２１メートルの地

点

４点は、３点から真北６８度３５分３３秒１０．３２メートルの

地点

５点は、４点から真北６８度３６分０４秒０．７４メートルの地

点

６点は、５点から真北６８度３４分２７秒１．１３メートルの地

点

７点は、６点から真北６８度３６分２２秒１３．２９メートルの

地点

８点は、７点から真北６９度３１分５９秒８．６４メートルの地

点

９点は、８点から真北７１度０９分４２秒７．８２メートルの地

点

１０点は、９点から真北７３度３６分３５秒４．８１メートルの地

点

１１点は、１０点から真北７６度１１分１９秒４．７６メートルの地

点

１２点は、１１点から真北７９度０８分４９秒４．７２メートルの地

点

１３点は、１２点から真北８２度４５分５５秒４．６７メートルの地

点

１４点は、１３点から真北８６度４４分２６秒４．５６メートルの地

点

１５点は、１４点から真北９１度０３分０９秒４．６３メートルの地

点

１６点は、１５点から真北９５度３９分５２秒４．５８メートルの地

点

１７点は、１６点から真北１００度３２分１２秒４．５８メートルの

地点

１８点は、１７点から真北１０５度１４分５１秒４．５８メートルの

地点

１９点は、１８点から真北１１０度０１分０６秒４．５８メートルの
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地点

２０点は、１９点から真北１１４度５０分３９秒４．５９メートルの

地点

２１点は、２０点から真北１１９度２２分５９秒４．５８メートルの

地点

２２点は、２１点から真北１２４度１６分４４秒４．５９メートルの

地点

２３点は、２２点から真北１９０度２４分３６秒４．８７メートルの

地点

	 面積

２，７５７．９１平方メートル

３ 埋立ての免許の年月日及び番号

平成１２年１０月４日 愛媛県指令港第３９９号

４ しゅん功認可年月日

平成１４年８月３０日

�愛媛県告示第１４８８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４８９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 砥部伊予松山線
松山市高岡町９３０番２から

同町１２２番３まで

旧 ７．０～１０．０ ０．０５３

新 １４．５～２１．５ ０．０４２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 砥部伊予松山線
松山市高岡町９３０番２から

同町１２２番３まで
平成１４年８月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 柳谷美川線
上浮穴郡美川村中黒岩１０２６番３から

同村中黒岩１２０９番３地先まで

旧 ４．３～１９．５ ０．１６２

新 １７．０～３８．５ ０．１４６
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�愛媛県告示第１４９２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局伊予土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局宇和土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 柳谷美川線
上浮穴郡美川村中黒岩１０２６番３から

同村中黒岩１２０９番３地先まで
平成１４年８月３０日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 広田双海線
伊予郡中山町大字佐礼谷６号２７７番６から

同大字６号２７１番４まで

旧 ５．５～８．０ ０．１２４

新 ７．５～２６．０ ０．１０８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 広田双海線
伊予郡中山町大字佐礼谷６号２７７番６から

同大字６号２７１番４まで
平成１４年８月３０日

〃 〃 伊予郡中山町大字佐礼谷６号２７１番４ 〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 八幡浜宇和線

東宇和郡宇和町大字岩木２９００番から
同町大字上松葉１９７番まで
及 び

東宇和郡宇和町大字伊延西１５１１番地先から
同町大字大江２４３番５まで

旧
１１．４～６８．６

４．６～３５．２

４．０１１

３．７２１

東宇和郡宇和町大字岩木２９００番から

同町大字上松葉１９７番まで
新 １１．４～６８．６ ４．０１１
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�愛媛県告示第１４９８号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号

の規定により、次のとおり道路の位置を指定する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 道路の位置

西宇和郡保内町喜木１番耕地２５４番４

２ 申請人の住所氏名

西宇和郡保内町須川３６５番地１

二宮 正

大阪市北区大淀中一丁目１番８８号

積水ハウス株式会社

代表取締役 和田 勇

３ 図面省略

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

土地の売払い

� 売り払う土地の所在地、地目及び地積

東予市壬生川１３５番６

宅地

９８．０５平方メートル

２ 入札に参加する者に必要な資格等

� 入札に参加する者に必要な資格

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� 契約条項を示す場所等

ア 契約条項を示す場所、入札心得書の交付場所及び問

い合わせ先

愛媛県総務部総務管理課財産係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９４１―２１１１ 内線 ２３０９

�愛媛県告示第１４９６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１４９７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局御荘土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 西土佐松野線
北宇和郡松野町大字目黒４５３番２地先から

同大字４６９番２地先まで

旧 ６．４～９．２
１１．１～２２．１

０．１０８
０．１２３

新 １１．１～２２．１ ０．１２３

〃 十和吉野線
北宇和郡松野町大字奥野川９７番４地先から

同大字１８番３地先まで

旧 ３．２～５．７
７．５～１５．０

０．２７７
０．２７５

新 ７．５～１５．０ ０．２７５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 網代鳥越線
南宇和郡内海村魚神山２０５番５地先から

同村魚神山２０６番地先まで

旧 １０．５～２９．５ ０．１４０

新 １３．５～３６．０ ０．１４０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 網代鳥越線
南宇和郡内海村魚神山２０５番５地先から

同村魚神山２０６番地先まで
平成１４年９月１３日

公 告
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イ 入札心得書の交付方法

アに掲げる場所で交付する。

ウ 現地説明の日時及び場所

平成１４年９月２５日（水）午前１０時

売り払う土地の所在地

３ 入札及び開札

� 入札及び開札の日時

平成１４年１０月７日（月）午前１０時

� 入札及び開札の場所

愛媛県東予市周布３４９番地の１

東予市市民会館２階第２会議室

	 入札書の提出方法

持参により提出すること。

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金及び契約保証金

ア 入札に際しては、入札金額の１００分の５以上の入札

保証金を納付しなければならない。ただし、指定金融

機関、指定代理金融機関又は収納代理金融機関が振出

し又は支払保証をした小切手をもって入札保証金の納

付に代えることができる。

イ 契約に際しては、契約金額の１０分の１の契約保証金

を納付しなければならない。

	 入札の無効

２�に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び
入札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した

入札書は、無効とする。


 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３３

条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内

で最高価格をもって有効な入札を行った入札者を落札者

とする。

� 売り払う土地の用途制限

ア 落札者は、契約締結の日から５年間、売り払う土地

を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風

俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業そ

の他これらに類する業の用に供してはならない。

イ アの条件に違反した場合は、県の定める金額を違約

金として県に支払わなければならない。


 その他

詳細は、入札心得書による。

�������
�公 告

改良普及員資格試験合格者の公表について

愛媛県改良普及員資格試験条例（昭和３８年愛媛県条例第３８

号）に基づき、平成１４年８月１日（木）及び２日（金）に実

施した平成１４年度改良普及員資格試験の合格者は、次のとお

りである。

平成１４年８月３０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県選挙管理委員会告示第２９号
公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）第５５条第２項及

び第３項第２号（他の法令において準用され、又は例による

こととされている場合を含む。）の規定により、次の施設を

不在者投票のできる施設として指定した。

平成１４年８月３０日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

�公 告

労働関係調整法（昭和２１年法律第２５号）第１８条第３号の規

定により調停の申請があったので、労働関係調整法施行令（

昭和２１年勅令第４７８号）第７条第２項の規定により次のとお

り公表する。

平成１４年８月３０日

愛媛県地方労働委員会

会 長 白 石 喜 �
１ 申請年月日

平成１４年８月２０日

２ 関係当事者

申請者 松山市文京町１番地

松山赤十字病院労働組合

受験番号 氏 名 受験番号 氏 名

１ 平 野 徳 之 ２９ 奥 野 祐 崇

２ 樽 本 慶 子 ３０ 杉 本 直 子

４ 中 西 礼 子 ３１ 山 川 雄 大

５ 谷 口 和 也 ３２ 清水谷 祐 子

１１ 森 井 洋 信 ３７ 三 澤 優

１３ 津 野 賢 一 ３８ 宮 地 雅 仁

１４ 兵 頭 隆 志 ４１ 井 上 拓 三

１６ 大 程 麻 美 ４５ 坂 本 祐 樹

１９ 田 中 大 介 ４６ 大河内 由 紀

２４ 川 村 和 也 ４８ 仲 田 有 里

２６ 白 石 みゆき

選挙管理委員会告示

施設の種類 施設の名称 所 在 地

介護老人保健施
設

介護老人保健施
設西安

八幡浜市大字大平１番耕地８７
０－２

地方労働委員会公告

愛 媛 県 報平成１４年８月３０日 第１３８６号
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執行委員長 大西 滋

被申請者 松山市文京町１番地

松山赤十字病院

院 長 白石 恒雄

３ 事業の種別

医療業

４ 調停事項

初任給調整の昇給期間短縮等

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成１４年８月２１日次のとおり裁決手続開始の決定をしたの

で公告する。

平成１４年８月３０日

愛媛県収用委員会

会長 村 田 建 一

１ 起業者の名称

愛媛県

２ 事業の種類

県道鳥首五十崎線改築工事（愛媛県喜多郡五十崎町大字古田地内）及びこれに伴う附帯工事

３ 収用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成１４年８月２１日次のとおり裁決手続開始の決定をしたの

で公告する。

平成１４年８月３０日

愛媛県収用委員会

会長 村 田 建 一

１ 起業者の名称

愛媛県

２ 事業の種類

県道鳥首五十崎線改築工事（愛媛県喜多郡五十崎町大字古田地内）及びこれに伴う附帯工事

３ 収用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

（別記１）

土地所有者不明。

ただし、

土地登記簿名義人

（土地登記簿上の住所）愛媛県喜多郡五十崎町大字古田甲１２３６番地

雑 報

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所有権以外の

権 利 の 表 示
関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿現 況 公 簿
��

実 測
��

収用しようとす
る土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

愛媛県喜多
郡五十崎町
大字古田

甲１６８９番１ 畑 畑 ３９８３９８．９１ １３６．８７

土地登記簿名義人 亡 河内末藏 法定相続人
愛媛県喜多郡五十崎町大字古田甲１８５１番地１
（法定持分１９８分の１７５）
河内 清

（住所不明。ただし、住民票の住所）
大阪府大阪市東淀川区大桐四丁目３番２４号
大阪市立淀川寮
（法定持分１９８分の２３）
小野 仁

─── ── ────

甲１６８９番３ 畑 山林 ４５ ４５．００ ４５．００

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所有権以外の

権 利 の 表 示
関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿現 況 公 簿
��

実 測
��

収用しようとす
る土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

愛媛県喜多
郡五十崎町
大字古田

甲１６８８番６ 畑 畑 ３３１３３１．２１

２９．４５

不明。ただし、別記１のとおり。 ─── ── ────

１７．１３

��������������
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岡田 マツヱ

又は、

亡 岡田 マツヨ 法定相続人

兵庫県神戸市須磨区古川町二丁目１番３－２０２０２号

（法定持分９分の１） 岡田 秀子

兵庫県神戸市兵庫区駅前通四丁目３番１－１１８号

（法定持分６分の１） 山西 恵

兵庫県明石市魚住町西岡２７８番地

（法定持分６分の１） 筒井 弘子

鹿児島県鹿児島市紫原一丁目２０番７８－６２号

（法定持分９分の１） 岡田 若美

兵庫県神戸市長田区片山町三丁目４番２１号

（法定持分９分の１） 岡田 秀樹

兵庫県神戸市垂水区星陵台四丁目３番１３号

（法定持分１２分の１） 池田 義博

兵庫県神戸市北区鈴蘭台西町一丁目２１番２－３０３号

（法定持分１２分の１） 池田 一人

兵庫県神戸市北区北五葉六丁目４番２－４０６号

（法定持分１２分の１） 池田 英治

兵庫県神戸市須磨区白川台三丁目６２番地の３

パークヴィラ白川台４０３号

（法定持分１２分の１） 池田 信也

又は、

愛媛県喜多郡五十崎町大字古田甲１１８５番地

清水 吟政

�裁決手続開始の決定の公告
土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第４５条の２の規定により、平成１４年８月２１日次のとおり裁決手続開始の決定をしたの

で公告する。

平成１４年８月３０日

愛媛県収用委員会

会長 村 田 建 一

１ 起業者の名称

愛媛県

２ 事業の種類

県道鳥首五十崎線改築工事（愛媛県喜多郡五十崎町大字古田地内）及びこれに伴う附帯工事

３ 収用の裁決手続の開始を決定した不動産の表示等

（別記１）

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

徳島県美馬郡美馬町字中耕地３３番地

（法定持分 ８分の１） 藤山 保

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

岡山県倉敷市亀島一丁目２６番６８号

（法定持分 １６分の１） 向井 美知子

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

不 動 産 （ 土 地 ） の 表 示 等
土 地 所 有 者

住 所 氏 名

所 有 権 以 外 の

権 利 の 表 示
関 係 人

住 所 氏 名所 在 地 番
地 目 面 積

公 簿現 況 公 簿
��

実 測
��

収用しようとす
る土地の実測��

受付年月日
受 付 番 号 種 類

愛媛県喜多
郡五十崎町
大字古田

甲１６８８番１ 畑 山林 ６０６６０６．７０ ６０６．７０
土地登記簿名義人 亡 向井 建男
法定相続人 向井 宗正 外１３名

（別記１のとおり）
──── ──── ──────
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愛 媛 県 報平成１４年８月３０日 第１３８６号

９６９



愛媛県松山市祗園町１０番１７号

（法定持分 ８分の１） 向井 久子

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

愛媛県喜多郡五十崎町大字古田甲１３６２番地

（法定持分 ８分の１） 向井 宗正

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

神奈川県座間市相模が丘四丁目６４番７号

（法定持分 ８分の１） �橋 文子

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

大阪府豊中市稲津町一丁目９番６号

（法定持分 ８分の１） 向井 八郎

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

愛媛県八幡浜市大字松柏丙８２２番地１

（法定持分 １６分の１） 土廣 喜代子

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

愛媛県今治市砂場町二丁目７番２０号西造船寮２ ３０１号

（法定持分 １６分の１） 横山 弘子

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

岡山県倉敷市福田町福田４６番地の２川鉄運輸Ｂ－２０１

（法定持分 ４８分の１） 北井 美鈴

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

岡山県倉敷市亀島一丁目２６番６８号

（法定持分 ４８分の１） 向井 加奈子

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

岡山県倉敷市玉島柏島１７０４番地の１５

（法定持分 ４８分の１） 向井 源語

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

大阪府豊中市稲津町一丁目９番６号

（法定持分 ２４分の１） 向井 政彦

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

大阪府豊中市岡上の町四丁目２番４０号

（法定持分 ２４分の１） 倉光 健

土地所有者及び物件所有者 亡 向井 建男 法定相続人

兵庫県川西市萩原二丁目４番１号松栄荘２Ａ

（法定持分 ２４分の１） 倉光 博
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